
指定・人員・設備・運営基準編資料目次 

〔省令〕 

１． 障害者自立支援法に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営

に関する基準（平成 18・9・29 厚生労働省令１７１号） 

２． 障害者自立支援法に基づく指定障害者支援施設等の人員、設備及び運営に関する

基準（平成 18･9･29 厚生労働省令１７２号） 

３． 障害者自立支援法に基づく指定相談支援の事業の人員及び運営に関する基準 

（平成 18･9･29 厚生労働省令１７３号） 

４． 障害者自立支援法に基づく障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準 

（平成 18･9･29 厚生労働省令１７４号） 

５． 障害者自立支援法に基づく地域活動支援センターの設備及び運営に関する基準 

（平成 18･9･29 厚生労働省令１７５号） 

６． 障害者自立支援法に基づく福祉ホームの設備及び運営に関する基準 

（平成 18･9･29 厚生労働省令１７６号） 

７． 障害者自立支援法に基づく障害者支援施設の設備及び運営に関する基準（平成 18･

9･29 厚生労働省令１７７号） 

８． 障害者自立支援法に基づく指定障害福祉サービスの事業の人員、設備及び運営に

関する基準等に関する省令（廃止）（平成 18･3･29 厚生労働省令５８号） 

 

〔告示〕 

９． 指定居宅介護等の提供に当たる者として厚生労働大臣が定めるもの（平成 18・9・

29 厚生労働省告示第５３８号） 

１０．厚生労働大臣が定める離島その他の地域（平成 18・9・29 厚生労働省告示第 

５４０号） 

１１．厚生労働大臣が定める平均障害程度区分の算定方法（平成 18・9・29 厚生労働

省告示５４２号）   

１２．指定障害福祉サービスの提供に係るサービス管理を行う者として厚生労働大臣が

定めるもの等（平成 18・9・29 厚生労働省告示５４４号）   

１３．指定重度障害者等包括支援の提供に係るサービス管理を行う者として厚生労働大

臣が定めるもの（平成 18・9・29 厚生労働省告示５４７号） 

１４．指定相談支援の提供に当たる者として厚生労働大臣が定める者（平成 18・9・29  

厚生労働省告示５４９号） 

１５．食事の提供に要する費用、光熱水費及び居室の提供に要する費用に係る利用料等

に関する指針（平成 18・9・29 厚生労働省告示５４５号） 

１６．厚生労働大臣の定める利用者が選定する特別な居室の提供に係る基準（平成 18・

9・29 厚生労働省告示５４１号） 

１７．障害者自立支援法に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営

に関する基準第171条並びに第184条において準用する同令第22条及び第144条に

規定する厚生労働大臣が定める者等（平成 18・9・29 厚生労働省告示第５５３号）  

 

〔通知〕 

１８．障害者自立支援法に基づく指定障害福祉サービス事業等の人員、設備及び運営に

関する基準について（平成 18・12・6 障発第 1206001 号） 

１９．障害者自立支援法に基づく指定障害者支援施設等の人員、設備及び運営に関する

基準について（平成 19・1・26 障発第 0126001 号）   

２０．障害者自立支援法に基づく指定相談支援の事業の人員及び運営に関する基準につ

いて（平成 19・1・9 障発第 0109002 号）  



２１．指定施設における業務の範囲等及び介護福祉士試験の受験資格の認定に係る介護

等の業務の範囲について（昭和 63・２・12 社庶第２９号） 

２２．障害福祉サービス等における日常生活に資する費用の取扱いについて（平成 18・

12・6 障発第 1206002 号） 

２３．指定施設支援における日常生活に資する費用の取扱いについて（平成 19･2･14  

 障発第 0214003 号） 

２４．「通院等のための乗車又は降車の介助」の適正な実施について（平成16･9･29 障

障発第0929001号） 

２５．介護輸送に係る法的取扱いについて 

２６．重度訪問介護等の適正な支給決定について 

２７．障害者（児）施設における虐待の防止について（平成 17･10･20 障発第 1020001

号） 

２８．就労支援等の事業に関する会計処理の取扱いについて（平成 18･10･2 社援発第

1002001 号） 

２９．障害者自立支援法の施行に伴う最低賃金の減額の特例許可手続について（平成 18･

10･2 障障発第 1002001 号） 

３０．就労継続支援事業利用者の労働者性に関する留意事項について（平成 18･10･2 障

障発第 1002001 号） 

３１．就労移行支援事業、就労継続支援事業（Ａ型、B 型）における留意事項について

（平成 19･4･2 障障発第 0402001 号） 

３２．「就労支援等の事業に関する会計処理」の取扱いについて（Ｑ＆Ａ） 

３３．平均障害程度区分の見直しに係るＱ＆Ａ 

３４．医師法第１７条、歯科医師法第１７条及び保健師助産師看護師法第３１条の解釈

について（平成 17･7･26 医政発第 0726005 号） 

３５．介護保険法に基づく指定訪問介護事業所が障害者自立支援法に基づく居宅介護を

行う場合の取扱いについて（平成 19･10･25 事務連絡） 

 

〔県取扱〕 

１．岡山県指定障害福祉サービス事業所監査要綱（平成 21・4・1 適用） 

 ２．岡山県指定障害福祉サービス事業所等指導要綱（平成 21・4・1 適用） 

  ３．指定障害福祉サービス事業所等の指導方針 
 ４．事故発生の報告について（平成 19・9・19 障第 771 号） 

 ５．障害福祉サービス利用申込及び情報提供に係る取扱いについて（平成 19・5・15 

障第 186 号） 

 ６．障害者自立支援法施行細則（抜粋）（平成 18・3・31 岡山県規則第 86 号） 

 ７．障害者自立支援法に基づく指定障害福祉サービス事業者の指定等に関する規則（抜

粋）（平成 18・3・31 岡山県規則第 85 号） 

 ８．日中活動事業所及び共同生活住居の同一敷地内への設置等の取扱いについて（平

成 21・11・30 障第 1465 号） 
 ９．障害者自立支援法指定事業者申請の手引き（平成 19 年 10 月） 

１０．「４．指定申請書に係る添付書類一覧表」 

１１．「５．変更届の手続きについて」 

 


